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 － 1 － 

議案第18号 

令和５年度逗子市一般会計補正予算（第９号） 

令和５年度逗子市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,963,481千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ25,805,960千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の追加は、「第３表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

令和６年２月20日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 



11 2,070,000 399,017 2,469,017

1 地方交付税 2,070,000 399,017 2,469,017

15 4,459,398 159,678 4,619,076

1 国庫負担金 2,686,383 95,718 2,782,101

2 国庫補助金 1,759,186 63,960 1,823,146

16 1,514,057 59,392 1,573,449

1 県負担金 984,864 55,104 1,039,968

2 県補助金 413,044 4,288 417,332

17 25,556 1,274 26,830

1 財産運用収入 25,554 1,274 26,828

18 239,846 0 239,846

1 寄附金 239,846 0 239,846

20 593,470 1,389,055 1,982,525

1 繰越金 593,470 1,389,055 1,982,525

22 1,755,600 △44,935 1,710,665

1 市債 1,755,600 △44,935 1,710,665

23,842,479 1,963,481 25,805,960

市債

歳　　入　　合　　計
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地方交付税

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰越金

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円



2 2,917,796 1,736,876 4,654,672

1 総務管理費 2,371,824 1,736,876 4,108,700

3 10,733,499 162,880 10,896,379

1 社会福祉費 5,508,958 15,582 5,524,540

2 児童福祉費 4,274,773 137,298 4,412,071

3 生活保護費 949,766 10,000 959,766

4 2,461,915 60,267 2,522,182

1 保健衛生費 965,501 62,697 1,028,198

2 清掃費 1,496,414 △2,430 1,493,984

6 144,911 0 144,911

1 商工費 144,911 0 144,911

7 1,979,805 12,851 1,992,656

3 道路橋りょう費 364,521 0 364,521

4 河川費 27,785 △6 27,779

5 都市計画費 659,810 12,857 672,667

9 1,828,593 △9,393 1,819,200

2 小学校費 706,621 △9,393 697,228

3 中学校費 347,915 0 347,915

23,842,479 1,963,481 25,805,960歳　　出　　合　　計
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総務費

民生費

衛生費

商工費

土木費

教育費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円



第２表　継続費補正　

１　変　更 （単位　千円）

第３表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位　千円）

第４表　地方債補正

１　変　更 （単位　千円）

 ９ 教育費  ２ 小学校費 学校施設整備事業 4,853 

 学校施設整備
 事業

金　　額

4,847 

42,990 

6,979 

新型コロナウイルスワクチン接種事業

橋りょう長寿命化事業

道路改良事業

事　業　名

62,249 ２ 小学校費 ９ 教育費

 ７ 土木費  ３ 道路橋りょう費

 ７ 土木費  ３ 道路橋りょう費

項款

 ４ 衛生費  ２ 清掃費
 焼却施設維持
 管理事業

42,570

事　業　名

５

６

19,140

19,140
38,280

28,611
５

５

６

21,570

21,000

28,622
５ 8,586

補　 正　 後補 　正 　前

総額 年割額 総額年度 年割額年度

 ７ 土木費  ４ 河川費
 河川維持管理
 事業

8,580

６ 20,036 ６ 20,031

款 項

 ４ 衛生費  １ 保健衛生費

－ －

利率

じんかい処理施設整備事業費 229,200 －

－学校教育施設整備事業費 187,500 － － － 178,600 

48,830
５ 34,181

６ 18,675 ６ 14,649

５ 43,574

－

11,100 

173,000 － － － 147,765 

－ －

－

－ －

－

臨 時 財 政 対 策 債

－－

－

市民交流センター整備事業費 31,100 

－ －

233,300 

－

補　　正　　後

限度額
起債の
方法

償還の
方法

－

－ －

起 債 の 目 的
補　　正　　前

－

限度額
起債の
方法

利率
償還の
方法

道 路 整 備 事 業 費 36,200 － － － 36,600 

－ － －橋 り ょ う 整 備 事 業 費 35,100 － － － 39,800 
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令 和 ５ 年 度 

逗 子 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ９ 号 ） に 関 す る 説 明 書 

逗 子 市 



 

 



１　総　　括

（歳　　入）

11 地方交付税 2,070,000 399,017 2,469,017

15 国庫支出金 4,459,398 159,678 4,619,076

16 県支出金 1,514,057 59,392 1,573,449

17 財産収入 25,556 1,274 26,830

18 寄附金 239,846 0 239,846

20 繰越金 593,470 1,389,055 1,982,525

22 市債 1,755,600 △44,935 1,710,665

23,842,479 1,963,481 25,805,960

 千円

歳　　入　　合　　計
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歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円











































全　　　体　　　計　　　画

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

4 2
５ 19,140 3,050 16,084 6 

衛 生 費 清 掃 費
焼却施設維持管
理 事 業

６ 19,140 2,716 16,423 1 

計 38,280 5,766 32,507 7 

7 4
５ 8,580 4,290 4,290 

土 木 費 河 川 費
河 川 維 持 管 理
事 業

６ 20,031 10,015 10,016 

計 28,611 14,305 14,306 

9 2
５ 34,181 31,900 2,281 

教 育 費 小学校費
学 校 施 設 整 備
事 業

６ 14,649 13,700 949 

計 48,830 45,600 3,230 

年

度
年 割 額

一般財源

款 項 事業名

継 続 費 に つ い て の 前 々 年 度 末 ま で の 支 出 額 、
見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額
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（単位　千円）

19,140 19,140 50.0

19,140 50.0

19,140 19,140 19,140 100.0

8,580 8,580 30.0

20,031 70.0

8,580 8,580 20,031 100.0

34,181 34,181 70.0

14,649 30.0

34,181 34,181 14,649 100.0

当 該 年 度 末
ま で の 支 出
予 定 額

翌 年 度 以 降
支 出 予 定 額

継 続 費 の 総
額 に 対 す る
進 捗 率 (%)

前 々 年 度 末
ま で の
支 出 額

前 年 度 末
ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

当 該 年 度
支 出 予 定 額

前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の
並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書
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（款）４　衛生費
（項）１　保健衛生費

（目）２　予防費
（事業１）１　予防費

（事業２）６　新型コロナウイルスワクチン接種事業

（款）７　土木費
（項）３　道路橋りょう費

（目）３　道路新設改良費
（事業１）２　道路改良費

（事業２）１　橋りょう長寿命化事業

（款）７　土木費
（項）３　道路橋りょう費

（目）３　道路新設改良費
（事業１）２　道路改良費

（事業２）２　道路改良事業

繰　越　明　許　費　に　関　す　る　調　書

（単位　千円）

関　係　予　算
左のうち繰り越さなければ
な ら な い も の

繰　越　事　由

　事業の性質上その実施に一定の期間を
要することから、年度内に完了する見込
みがないため。

計 205,207 計 4,847

13 委託料 186,657 13 委託料 2,467

12 役務費 470

１ 報酬 7,921 １ 報酬 845

３ 職員手当等 4,525 ３ 職員手当等 1,000

11 需用費 3,000 11 需用費 25

９ 旅費 378

計 42,990

９ 旅費 40

（単位　千円）

関　係　予　算
左のうち繰り越さなければ
な ら な い も の

繰　越　事　由

12 役務費 2,726

6,979 　関連する土地所有者との調整に不測の
日数を要し、年度内に完了する見込みが
ないため。計

15 工事請負費 60,100 15 工事請負費 42,990 　着手後の詳細調査の結果による設計の
見直しに不測の日数を要し、年度内に完
了する見込みがないため。計 60,100

8,452 計 6,979

（単位　千円）

関　係　予　算
左のうち繰り越さなければ
な ら な い も の

繰　越　事　由

13 委託料 8,452 13 委託料
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（款）９　教育費
（項）２　小学校費

（目）１　学校管理費
（事業１）２　小学校管理費

（事業２）４　学校施設整備事業

（単位　千円）

関　係　予　算
左のうち繰り越さなければ
な ら な い も の

繰　越　事　由

15 工事請負費 57,200 15 工事請負費 4,576
　部材不足の影響により部品調達に不測
の日数を要し、年度内に完了する見込み
がないため。

60,660 計 4,853

13 委託料 3,460 13 委託料 277

計
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（単位　千円）

当該年度中増減見込み

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

１

(1) 総 務 522,750 526,178 75,500 105,843 495,835

(2) 民 生 404,765 391,140 241,600 48,439 584,301

(3) 衛 生 291,180 264,690 14,000 26,939 251,751

(4) 清 掃 715,050 591,964 233,300 291,037 534,227

(5) 農 林 水 産 47,917 44,892 3,025 41,867

(6) 商 工 2,041 1,600 1,600

(7) 土 木 2,559,487 2,594,057 437,300 222,108 2,809,249

(8) 公 営 住 宅 708,945 634,042 36,000 68,501 601,541

(9) 消 防 279,057 299,112 348,500 48,019 599,593

(10)教 育 1,443,292 1,213,287 203,500 293,873 1,122,914

２

(1) 土 木 63,300 62,037 5,050 56,987

３

(1) 減 税 補 て ん 債 144,044 94,472 38,970 55,502

(2) 臨時財政対策債 10,174,420 9,669,323 173,000 811,753 9,030,570

(3) 退 職 手 当 債

(4) 減 収 補 て ん 債 34,912 34,912 4,364 30,548

17,391,160 16,421,706 1,762,700 1,967,921 16,216,485

前 年 度 末
現在高見込額

当該年度末現
在 高 見 込 額

計

そ の 他

普 通 債

前 々 年 度末
現 在 高

区　　　分

災 害 復 旧 債

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及
び当該年度末における現在高の見込みに関する調書
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議 案 等 資 料 

（補正予算資料） 



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目

事業名

補正額 千円

　歳入 4.5 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 15 2 1 1 2

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 （歳入）
 ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　60,223千円
　  （詳細別紙）

予算説明書

予算説明書

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

60,223

定例会

一般

補正予算　　第

財政課

　物価高騰対策関係事業費の財源として、新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金を予算化するもの。



単位:千円

予算区分 課名 款 ・ 項 ・ 目 充当額

補正
第２号

社会福祉課 03 - 01 - 01 002 - 10
住⺠税非課税世帯等に対する生活支援
金支給事業 3,000 

3,000 

障がい福祉課 03 - 01 - 02 004 - 01 障害者自立支援給付等支給事業 1,842 

高齢介護課 03 - 01 - 03 003 - 03 生きがい推進事業 204 

高齢介護課 03 - 01 - 03 008 - 03
物価高騰等対策高齢者福祉サービス等
支援金給付事業 12,650 

保育課 03 - 02 - 02 003 - 06 一時預かり事業 120 

保育課 03 - 02 - 02 003 - 08 放課後児童クラブ事業 271 

保育課 03 - 02 - 02 004 - 02 民間保育所等運営支援事業 2,456 

国保健康課 04 - 01 - 01 003 - 02 医療関係機関等助成事業 5,979 

23,522 

補正
第５号

経済観光課 06 - 01 - 02 001 - 02 逗子市商工会助成事業 12,000 

12,000 

子育て支援課 03 - 02 - 01 002 - 04
子育て世帯等への応援給付金支給事業
（児童福祉総務費） 20,411 

子育て支援課 03 - 02 - 04 001 - 07
子育て世帯等への応援給付金支給事業
（母子福祉費） 15,456 

35,867 

経済観光課 06 - 01 - 02 001 - 02 逗子市商工会助成事業 3,000 

財政課 07 - 05 - 01 003 - 01 下水道事業会計繰出金 12,857 

教育総務課 09 - 02 - 01 002 - 03 学校維持管理事業（小学校） 17,369 

学校教育課 09 - 02 - 02 003 - 01 小学校給食運営事業 11,152 

教育総務課 09 - 03 - 01 002 - 03 学校維持管理事業（中学校） 12,705 

学校教育課 09 - 03 - 02 002 - 01 中学校給食運営事業 3,140 

60,223 

134,612 

補正
第６号

　令 和 ５ 年 度 予 算 充 当 額   合  計

補 正 第 ２ 号　　計

１．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
　　  【重点交付金（推奨事業メニュー分）・通常分】　充当事業一覧

補 正 第 ３ 号　　計

補正
第３号

補 正 第 ５ 号　　計

事　　業

補 正 第 ６ 号　　計

補正
第９号

補 正 第 ９ 号　　計

議案第18号資料



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目

事業名

補正額 千円

　歳入 8.9 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 17 1 2 1 1

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

（歳入）
 財政調整基金利子　１,２７４千円
　【内訳】
　　・神奈川県公募公債（１０年）８５１千円
　　　 （保有額 ２００,０００千円、利率０.８５１％）
　　・神奈川県公募公債（グリーンボンド・５年）２１９千円
　　　 （保有額 １００,０００千円、利率０.４３８％）
　　・川崎市公募公債（グリーンボンド・５年）２０４千円
　　 　（保有額 １００,０００千円、利率０.４０８％）

予算説明書

予算説明書

 財政調整基金利子

1,274

定例会

一般

補正予算　　第

財政課

 令和５年度財政調整基金運用利子を予算化するもの。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 2 1 5 1 1

事業名

補正額 千円

　歳入 ページ

款 項 目 節 細節
科　目

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

　補正後の財政調整基金見込残高　　３,８６５,０５５,１５７円

予算説明書

　財政調整基金積立金

1,606,876

予算説明書

定例会

一般

補正予算　　第

財政課

　財政調整基金への積立金を増額する。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 2 1 5 1 2

事業名

補正額 千円

　歳入 ページ

款 項 目 節 細節
科　目

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 補正後の公共公益施設整備基金見込残高 １,１０６,０６５,３６９円

予算説明書

 公共公益施設整備基金積立金

120,000

予算説明書

定例会

一般

補正予算　　第

財政課

 公共公益施設整備基金への積立金を増額する。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 2 1 5 1 4

事業名

補正額 千円

　歳入 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 18 1 2 1 1

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 歳出
　 翌年度以降の事業の財源に充てるため、指定寄附金であるふるさと基金寄附金
 を、逗子市ふるさと基金へ積み立てる。

　補正後のふるさと基金見込残高　　１８４,１４３，４０７円

 歳入
 　ふるさと基金寄附金が予算額を上回る見込みであることから増額し、一般寄附金
 が予算額を下回る見込みであることから減額する。
　
 ・ふるさと基金寄附金
 　 補正後予算額　１３２,０００,０００円（+１０,０００,０００円）
 ・一般寄附金
　　補正後予算額　　９１,０００,０００円（▲１０,０００,０００円）

予算説明書

 ふるさと基金積立金

10,000

予算説明書

 ふるさと基金寄附金

10,000

定例会

一般

補正予算　　第

財政課

　ふるさと納税による寄附金のうち、指定寄附金の額が予算額を上回る
見込みであることから、歳入予算を増額し、ふるさと基金への積立金も
併せて増額するもの。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 1 1 12 1

事業名

補正額 千円

　歳入 ページ

款 項 目 節 細節
科　目

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 歳出
　　　令和４年度返還金に関する補正
　　　令和４年度重層的支援体制整備事業（国庫補助金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,621,000円

 令和４年度重層的支援体制整備事業（県補助金）
 3,378,000円

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　 13,999,000円

予算説明書

 地域共生社会推進事業

13,999

予算説明書

定例会

一般

補正予算　　第

社会福祉課

  令和４年度の重層的支援体制整備事業に係る国庫補助金及び県補助金
の返還金として補正の要あるもの。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 1 2 4 1

事業名

補正額 千円

　歳入(1) 4.5 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 15 1 1 1 2

細節名

補正額 千円

　歳入(2) 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 16 1 2 1 2

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明
 歳出　委託料　（障害介護給付費等支払事務委託料）6,000円
　　　扶助費（障害者自立支援給付費等）　45,000,000円
 歳入　（補助率　国1/2　県1/4）

予算説明書

 自立支援給付等負担金

22,500

 障害者自立支援給付等支給事業

45,006

予算説明書

 自立支援給付等負担金

11,250

補正予算　　第

障がい福祉課

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

予算説明書

  障がい者に対する自立支援給付費について、利用量の増加に伴う予算
不足が見込まれるため。

定例会

一般



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 1 2 4 5

事業名

補正額 千円

　歳入 ページ

款 項 目 節 細節
科　目

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 歳出
 委託料
①カモミール相談支援委託料　  　  5,752,142円の10％＝575,215円
②湘南の凪相談支援委託料　 　　13,004,284円の10％＝1,300,429円
③湘南の凪基幹相談支援センター委託料

 　　　　　　　　　　　　　　  　  6,561,050円の10％＝656,105円
④湘南の凪自立支援会議業務委託料  1,433,096円の10％＝143,310円

予算説明書

 相談支援事業

2,676

予算説明書

定例会

一般

補正予算　　第

障がい福祉課

  相談支援事業に係る各業務委託料について、契約金額中に消費税を計
上していなかったため、その税額分の委託料を計上するもの。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13.14.15 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 1 2 4 12

事業名

補正額 千円

　歳入(1) 4.5 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 15 2 2 2 2

細節名

補正額 千円

　歳入(2) 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 16 2 2 2 3

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

補正予算　　第

障がい福祉課

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

予算説明書

  障がい者に対する日中一時支援費について、利用量の増加に伴う予算
不足が見込まれるため。

定例会

一般

 歳出　扶助費（移動支援給付費）　1,000,000円
 歳入　（国350,000円　県175,000円）

予算説明書

 障害者自立支援事業費等補助金

350

 日中一時支援事業

1,000

予算説明書

 障害者自立支援事業費等補助金

175



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13.14.15 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 1 2 7 1

事業名

補正額 千円

　歳入 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 16 2 2 2 4

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 歳出　グループホーム設置補助金
 歳入　（補助率　県10/10）

予算説明書

 民間障がい者福祉施設整備等促進事業

500

予算説明書

 障害者地域生活支援関連事業費補助金

500

定例会

一般

補正予算　　第

障がい福祉課

  障がい者グループホームが設置されるにあたり、グループホーム運営
事業者に対し設置補助金を交付するもの。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 12.13.14.15 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 1 2 8 1

事業名

補正額 千円

　歳入 ページ

款 項 目 節 細節
科　目

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 歳出
 （補助金）
 ・過年度分相談支援事業等委託料に係る消費税・延滞税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　 13,385,244円
 （償還金）
 ・令和４年度分国・県 負担金・補助金の返還金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  合計　13,020,198円

予算説明書

障がい者支援事務費

26,407

予算説明書

定例会

一般

補正予算　　第

障がい福祉課

  令和4年度分国・県負担金及び補助金の確定に伴う国・県への差額返還金、及
び、過年度分相談支援事業等に係る委託料について、契約金額中に消費税を計上
していなかったため、その消費税及び延滞税を運営費補助として支払うもの。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 14.15 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 2 2 1 1

事業名

補正額 千円

　歳入(1) 4.5 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 15 1 1 2 8

細節名

補正額 千円

　歳入(2) 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 16 1 2 2 1

細節名

補正額 千円

　歳入(3) 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 16 2 2 4 6

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

予算説明書

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

定例会

一般

補正予算　　第

保育課

予算説明書

 施設型給付事業

47,248

予算説明書

 教育・保育給付費負担金

21,167

  人事院勧告に基づく公定価格の遡及変更及び子ども・子育て支援新制
度へ移行する市外幼稚園の増加により、当初想定していた予算額を超過
することが見込まれるため補正するもの。

 教育・保育給付費負担金

9,118

予算説明書

 教育・保育給付費交付金

3,964



説明
 （歳出）
 決算見込 1,110,412,726円－予算現額 1,063,165,000円＝47,247,726円

 （歳入（1））
  歳出増加見込額 47,248,000円×0.448＝21,167,104円
 （歳入（2））
  歳出増加見込額 47,248,000円×0.193＝9,118,864円
 （歳入（3））
 決算見込 36,262,418円－予算現額 32,298,000円＝3,964,418円



施設型給付費

予算現額 1,063,165,000 決算見込額内訳 延べ人数 支払総額 利用者負担額 当初予算 差額 前年度精算分内訳 精算額

今年度給付分 1,110,333,186 幼稚園 4,255 255,449,591 0 214,171,128 41,278,463 【逗子幼稚園】コロナ減免分の補填給付 80,440

前年度精算分 79,540 認定こども園（教育部分）（１号） 364 27,850,549 0 32,384,024 -4,533,475 【逗子幼稚園】過大給付分の減額 -900

不足額 -47,247,726 認定こども園（保育部分）（２号） 467 38,033,562 0 計 79,540

認定こども園（保育部分）（３号） 200 31,641,855 5,509,170

私立保育所（２号）※委託費 4,120 258,025,835 0

私立保育所（３号）※委託費 3,151 499,773,582 110,675,890 ※委託費の場合は利用者負担額を減額しない

市外公立保育所 5,067,382 0

1,063,241,533 47,091,653

※人事院勧告に基づく公定価格の遡及変更がある場合、２月下旬頃までに国が告示し、JIPがシステムへ３月末頃に反映。

　システム改修後に令和５年度の精算分を支出しているため、原則、精算分は出納整理期間中の支払いとなる。

令和４年度 支出額 令和５年度

出納整理前 977,837,468 出納整理前

出納整理中 37,662,905 出納整理中

計 1,015,500,373 計 1,105,265,804

76,856,528 -12,690,281

734,762,471 23,036,946

5,067,382

計 1,110,333,186

支出見込額

1,052,634,099

52,631,705

令和５年度補正予算資料 2024/1/26

議案第18号資料



施設型

国庫分当初
対象経費 利用者負担額

施設型

国庫分補正
対象経費 利用者負担額

幼稚園 214,171,128 幼稚園 255,449,591

認こ・1号 32,384,024 認こ・1号 27,850,549

認こ・2号 47,505,678 認こ・2号 38,033,562

認こ・3号 32,530,266 9,198,360 認こ・3号 31,641,855 5,509,170

保・2号 247,652,405 保・2号 258,025,835

保・3号 487,110,066 143,927,280 保・3号 499,773,582 110,675,890

給付計 1,052,155,207 給付計 1,105,265,804

公立保育 5,067,382 公立保育 5,067,382

認こ・3号調整？ 6,018,944 精算分 79,540

流用 -77,000 歳出総計 1,110,412,726

歳出総計 1,063,164,533 1,063,165 1,110,413

千円 千円

47,248 千円増加

令和５年度人勧後交付割合（見込み）

0.448

歳入見込額

47,248千円×0.448＝21,167,104円

議案第18号資料



施設型

県費分当初
対象経費 利用者負担額

施設型

県費分補正
対象経費 利用者負担額

幼稚園 214,171,128 幼稚園 255,449,591

認こ・1号 32,384,024 認こ・1号 27,850,549

認こ・2号 47,505,678 認こ・2号 38,033,562

認こ・3号 32,530,266 9,198,360 認こ・3号 31,641,855 5,509,170

保・2号 247,652,405 保・2号 258,025,835

保・3号 487,110,066 143,927,280 保・3号 499,773,582 110,675,890

給付計 1,052,155,207 給付計 1,105,265,804

公立保育 5,067,382 公立保育 5,067,382

認こ・3号調整？ 6,018,944 精算分 79,540

流用 -77,000 歳出総計 1,110,412,726

歳出総計 1,063,164,533 1,063,165 1,110,413

千円 千円

47,248 千円増加

令和5年度人勧後交付割合（見込み）

0.193

歳入見込額

47,248千円×0.193＝9,118,864円

議案第18号資料



施設型給付費A （単位：円）

支払総額 利用者負担分合計
施設型給付費

（全国共通負担部分）
施設型給付費

（地方単独負担部分）
要国庫
負担額

【参考値】要県費負担額
（県費負担金分）

要県費負担額
（県費補助金分）

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ×744/1000－Ｂ
Ｄ＝Ａ－Ｂ－

（Ａ×744/1000－Ｂ）
Ｅ＝Ｃ×1/2

Ｆ＝（Ａ×744/1000－Ｂ）×
1/4

Ｆ＝Ｄ×1/2

① 認定こども園（１号）（②を除く） 364 27,850,549 合計額で計算 7,129,741 合計額で計算 5,180,202 3,564,870

② 認定こども園（１号）（特例：法第28条第１項第１号） 合計額で計算 0 合計額で計算 0 0

③ 幼稚園（④を除く） 4255 255,449,591 合計額で計算 65,395,096 合計額で計算 47,513,624 32,697,548

④ 幼稚園（特例：法第28条第１項第１号） 合計額で計算 0 合計額で計算 0 0

⑤ 保育所（特別利用保育） 合計額で計算 0 合計額で計算 0 0

施設型給付費B

支払総額 利用者負担分合計
公定価格－
利用者負担分

要国庫
負担額

【参考値】要県費負担額
（県費負担金分）

Ｇ Ｈ Ｉ＝Ｇ－Ｈ
Ｊ＝Ｉ×1/2（２号）
Ｊ＝Ｉ×0.5823（３号）

Ｋ＝Ｉ×1/4（２号）
Ｋ＝Ｉ×0.20885（３号）

⑥ 認定こども園（２号）（⑧を除く） 467 38,033,562 38,033,562 合計額で計算 9,508,391

⑦ 認定こども園（３号）（⑨を除く） 200 31,641,855 5,509,170 26,132,685 合計額で計算 5,457,811

⑧ 認定こども園（２号）（特例：法第28条第１項第１号） 0 合計額で計算 0

⑨ 認定こども園（３号）（特例：法第28条第１項第１号） 0 合計額で計算 0

⑩ 幼稚園（特別利用教育） 0 合計額で計算 0

地域型保育給付費A

支払総額 利用者負担分合計
公定価格－
利用者負担分

要国庫
負担額

【参考値】要県費負担額
（県費負担金分）

Ｌ Ｍ Ｎ＝Ｌ－Ｍ
Ｏ＝Ｎ×1/2（２号）
Ｏ＝Ｎ×0.5823（３号）

Ｐ＝Ｎ×1/4（２号）
Ｐ＝Ｎ×0.20885（３号）

施設数

⑪ 小規模保育事業（⑫を除く） 840 201,594,855 30,635,630 170,959,225 合計額で計算 35,704,834 保育所 5

⑫ 小規模保育事業（特例：法第30条第１項第１号） 0 合計額で計算 0 幼稚園 2

⑬ 小規模保育事業（特定利用地域型保育） 0 合計額で計算 0 認定こども園 1

⑭ 家庭的保育事業（⑮を除く） 60 18,624,354 2,517,790 16,106,564 合計額で計算 3,363,856 小規模保育事業 4

⑮ 家庭的保育事業（特例：法第30条第１項第１号） 0 合計額で計算 0 家庭的保育事業 1

⑯ 家庭的保育事業（特定利用地域型保育） 0 合計額で計算 0 居宅訪問型保育事業

⑰ 居宅訪問型保育事業（⑱を除く） 0 合計額で計算 0 事業所内保育事業

⑱ 居宅訪問型保育事業（特例：法第30条第１項第１号） 0 合計額で計算 0

⑲ 居宅訪問型保育事業（特定利用地域型保育） 0 合計額で計算 0

⑳ 事業所内保育事業（㉒を除く） 0 合計額で計算 0

㉒ 事業所内保育事業（特例：法第30条第１項第１号） 0 合計額で計算 0

㉓ 事業所内保育事業（特定利用地域型保育） 0 合計額で計算 0

地域型保育給付費B （単位：円） （単位：円）

支払総額 利用者負担分合計
施設型給付費

（全国共通負担部分）
施設型給付費

（地方単独負担部分）
要国庫
負担額

【参考値】要県費負担額
（県費負担金分）

要県費負担額
（県費補助金分）

Ｑ Ｒ Ｓ＝Ｑ×744/1000－Ｒ
Ｔ＝Ｑ－Ｒ－

（Ｑ×744/1000－Ｒ）
Ｕ＝Ｓ×1/2

Ｖ＝（Ｑ×738/1000－Ｒ）×
1/4

Ｖ＝Ｔ×1/2

㉔ 小規模保育事業（特別利用地域型保育） 合計額で計算 0 合計額で計算 0 0

㉕ 家庭的保育事業（特別利用地域型保育） 合計額で計算 0 合計額で計算 0 0

㉖ 居宅訪問型保育事業（特別利用地域型保育） 合計額で計算 0 合計額で計算 0 0

㉗ 事業所内保育事業（特別利用地域型保育） 合計額で計算 0 合計額で計算 0 0

委託費

支払総額 利用者負担分合計
公定価格－
利用者負担分

要国庫
負担額

【参考値】要県費負担額
（県費負担金分）

ａ ｂ ｃ＝ａ－ｂ
ｄ＝ｃ×1/2（２号）
ｄ＝ｃ×0.5823（３号）

ｅ＝ｃ×1/4（２号）
ｅ＝ｃ×0.20885（３号）

㉘ 保育所（２号）（㉚を除く） 4120 258,025,835 258,025,835 合計額で計算 64,506,459

㉙ 保育所（３号）（㉛を除く） 3151 499,773,582 110,675,890 389,097,692 合計額で計算 81,263,053

㉚ 保育所（２号）（特例：法第28条第１項第１号） 0 合計額で計算 0

㉛ 保育所（３号）（特例：法第28条第１項第１号） 0 合計額で計算 0

※要国庫負担額に、１円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

※要県費負担額については、「認定こども園（１号）」、「認定こども園（１号）（特例：法第28条第１項第１号）、「幼稚園」、「幼稚園（特例：法第28条第１項第１号）」、「保育所（特別利用保育）」、「認定こども園
（２・３号）」、「認定こども園（２・３号）（特例：法第28条第１項第１号）」「幼稚園（特別利用教育）」、「小規模保育事業」、「小規模保育事業（特例：法第30条第１項第１号）」、「小規模保育事業（特定利用地域型
保育）」、「家庭的保育事業」、「家庭的保育事業（特例：法第30条第１項第１号）」、「家庭的保育事業（特定利用地域型保育）」、「居宅訪問型保育事業」、「居宅訪問型保育事業（特例：法第30条第１項第１
号）」、「居宅訪問型保育事業（特定利用地域型保育）」、「事業所内保育事業」、「事業所内保育事業（特例：法第30条第１項第１号）」、「事業所内保育事業（特定利用地域型保育）」、「小規模保育事業（特別
利用地域型保育）」、「家庭的保育事業（特別利用地域型保育）」、「居宅訪問型保育事業（特別利用地域型保育）」、「事業所内保育事業（特別利用地域型保育）」、「保育所」、「保育所（特例：法第28条第１
項第１号）」の区分ごとに、それぞれ１円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

令和５年度子どものための教育・保育給付費決算見込み内訳書（１/２）

延べ
児童数

延べ
児童数

延べ
児童数

延べ
児童数

延べ
児童数

白色のセルに入力してください。
国様式の「予定対象経費総
額」及び「施設型給付費等負
担対象額」に該当

１号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの間、緊
急その他やむを得ない理由により特定教育を受けたとき

１号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの間、緊
急その他やむを得ない理由により特定教育を受けたとき

１号認定子どもが保育所を利用

国様式の「予定対象経費総
額」及び「施設型給付費等負
担対象額」に該当

２号３号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの
間、緊急その他やむを得ない理由により特定教育・保育を受けたとき

２号認定子どもが幼稚園を利用

国様式の「予定対象経費総額」
及び「施設型給付費等負担対
象額」に該当

３号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの間、緊
急その他やむを得ない理由により特定保育を受けたとき

２号認定子ども(特定満３歳以上保育認定子どもを除く。)が小規模保育
を利用

３号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの間、緊
急その他やむを得ない理由により特定保育を受けたとき

２号認定子ども(特定満３歳以上保育認定子どもを除く。)が家庭的保育
を利用

３号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの間、緊
急その他やむを得ない理由により特定保育を受けたとき

２号認定子ども(特定満３歳以上保育認定子どもを除く。)が居宅訪問型
保育を利用

３号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの間、緊
急その他やむを得ない理由により特定保育を受けたとき

２号認定子ども(特定満３歳以上保育認定子どもを除く。)が事業所内保
育を利用

国様式の「予定対象経費総額」
及び「施設型給付費等負担対象
額」に該当

１号認定子どもが小規模保育を利用

１号認定子どもが家庭的保育を利用

１号認定子どもが居宅訪問型保育を利用

１号認定子どもが事業所内保育を利用

国様式の「予定対象
経費総額」に該当

国様式の「予定徴収
金」に該当

国様式の「施設型給付費等
負担対象額」に該当

２号３号認定子どもが、認定申請後、認定の効力が発生するまでの
間、緊急その他やむを得ない理由により特定保育を受けたとき

１号認定子どもが幼稚園を利用

１号認定子どもが認定こども園（１号）を利用

２号３号認定子どもが、認定こども園（２号３号）を利用

３号認定子どもが事業所内保育を利用

３号認定子どもが居宅訪問型保育を利用

３号認定子どもが家庭的保育を利用

３号認定子どもが小規模保育を利用

２号３号認定子どもが保育所を利用

議案第18号資料



①予定対象経費総額 ②予定徴収金
③施設型給付費等負

担対象額
（①－②）

同左に対する要交付金額
③×1/2（満３歳以上）
③×0.5823（満３歳未満）

備考

248,808,866 248,808,866

うち教育標準時間認定子ども 210,775,304 210,775,304

うち保育認定子ども 38,033,562 38,033,562

0 0

うち教育標準時間認定子ども 0 0

うち保育認定子ども 0 0

258,025,835 0 258,025,835 ㉘、㉚の計

506,834,701 0 506,834,701 253,417,350

26,132,685 26,132,685 ⑦、⑨の計

187,065,789 187,065,789 ⑪、⑫、⑭、⑮、⑰、⑱、⑳、㉑の計

499,773,582 110,675,890 389,097,692 ㉙、㉛の計

712,972,056 110,675,890 602,296,166 350,717,057

1,219,806,757 110,675,890 1,109,130,867 604,134,407

①予定対象経費総額 ②予定徴収金
③施設型給付費等負

担対象額
（①－②）

同左に対する要交付金額
③×1/4（満３歳以上）

③×0.20885（満３歳未満）
備考 要県費負担額

248,808,866 248,808,866 認定こども園 20,146,403.8

うち教育標準時間認定子ども 210,775,304 210,775,304 幼稚園 47,513,623.8

うち保育認定子ども 38,033,562 38,033,562 施設型給付費計 67,660,027.5

0 0 小規模保育事業 35,704,834.1

うち教育標準時間認定子ども 0 0 家庭的保育事業 3,363,855.9

うち保育認定子ども 0 0 居宅訪問型保育事業 0.0

258,025,835 0 258,025,835 ㉘、㉚の計 事業所内保育事業 0.0

506,834,701 0 506,834,701 126,708,675 地域型保育給付費計 39,068,690.0

26,132,685 26,132,685 ⑦、⑨の計 保育所 145,769,511.7

187,065,789 187,065,789 ⑪、⑫、⑭、⑮、⑰、⑱、⑳、㉑の計 委託金計 145,769,511.7

499,773,582 110,675,890 389,097,692 ㉙、㉛の計 計 252,498,229.3

712,972,056 110,675,890 602,296,166 125,789,554

1,219,806,757 110,675,890 1,109,130,867 252,498,229

要県費負担額

認定こども園 3,564,870

幼稚園 32,697,548

施設型給付費計 36,262,418

小規模保育事業 0

家庭的保育事業 0

居宅訪問型保育事業 0

事業所内保育事業 0

地域型保育給付費計 0

保育所 0

委託金計 0

計 36,262,418

委託費

満３歳未満保育認定子ども　計

満
３
歳
未
満
保

育
認
定
子
ど
も

計

区分

（特例）施設型給付費

特例地域型保育給付費

委託費

満３歳以上　計

満
３
歳
以
上
子
ど
も

①～⑤、⑥、⑧、⑩の計

⑬、⑯、⑲、㉓、㉔～㉗の計

令和５年度子どものための教育・保育給付費決算見込み内訳書（２/２）

（特例）施設型給付費

特例地域型保育給付費

計

区分

満
３
歳
以
上
子
ど
も

（特例）施設型給付費

①～⑤、⑥、⑧、⑩の計

特例地域型保育給付費

⑬、⑯、⑲、㉓、㉔～㉗の計

委託費

満３歳以上　計

満
３
歳
未
満
保

育
認
定
子
ど
も

（特例）施設型給付費

特例地域型保育給付費

委託費

満３歳未満保育認定子ども　計

備考

①、②、⑥～⑨の計

③、④、⑩の計

⑪～⑬、㉔の計

⑭～⑯、㉕の計

⑰～⑲、㉖の計

⑳～㉓、㉗の計

⑤、㉘～㉛の計

備考

①、②

③、④

㉔

㉕

㉖

㉗

⑤

国庫負担金

県費負担金 県費負担金 内訳

県費補助金

国
庫

県
費

入力不要のシートです。

Ａ

県費負担金について、金額は左記A

を採用します。

①様式第１号の付表に記載する場合、小数点以下は

不要。

②少数点以下をすべて切り捨てたり、すべて四捨五

入すると数円ズレる場合がある。

③Ａと合計金額を合わせる必要があるため、各項目

の少数点以下を確認し、調整します。

＜例＞

Ａ ：3,000,001

（内訳）

認定こども園：1,000,000.8

保 育 所：2,000,000.5

この場合、少数点以下が多い認定こども園を

議案第18号資料



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 14.15 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 2 2 10 1

事業名

補正額 千円

　歳入(1) 4.5 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 15 1 1 2 7

細節名

補正額 千円

　歳入(2) 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 16 1 2 2 6

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

補正予算　　第

障がい福祉課

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

予算説明書

  児童福祉法給付費について、利用量の増加に伴う予算不足が見込まれ
るため。

定例会

一般

 歳出　委託料　（障害児給付費支払事務委託料）49,044円
　　　 扶助費（児童福祉法給付費）　      90,000,000円
 歳入　（補助率　国1/2　県1/4）

予算説明書

 児童福祉法給付等負担金

45,000

 児童福祉法給付等支給事業

90,050

予算説明書

 児童福祉法給付等負担金

22,500



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 16.17 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 3 3 2 1 1

事業名

補正額 千円

　歳入 4.5 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 15 1 1 3 1

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 歳出　当初予算額　　　    　　819,560,000円
　　　 支出済額（４～12月）　  604,881,682円…執行率 73.81%
　　　 執行残額（12月末現在）　 　 214,678,318円
　　 　執行見込額(１～３月）　　　 224,578,318円
　　 　不足額　　　　　　　　　　　  9,900,000円

   補正額　　　　　　　　　　　 10,000,000円

 歳入　国庫負担額（3/4）　　　　　 622,170,000円

予算説明書

生活保護費支給事業

10,000

予算説明書

生活保護費負担金

7,500

定例会

一般

補正予算　　第

社会福祉課

 生活保護費の不足により補正の要あるもの。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 16.17 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 4 1 2 1 6

事業名

補正額 千円

　歳入 ページ

款 項 目 節 細節
科　目

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 4 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

【償還金】
新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金の返還　7,012千円
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金の返還　55,685千円
【繰越明許費】
4,847千円

予算説明書

 新型コロナウイルスワクチン接種事業

62,697

予算説明書

定例会

一般

補正予算　　第

国保健康課

繰越明許費

  令和４年度（令和３年度繰越分含む）新型コロナウイルスワクチン国庫負
担金及び国庫補助金の返還見込額を予算計上するもの。また、令和６年度に
発生する残務処理のため、令和５年度中に交付決定された一部を繰り越すも
の。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 16.17 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 4 2 2 3 2

事業名

補正額 千円

　歳入 8.9 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 22 1 3 2 1

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 4 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 ＤＣＳ更新工事　当初予算　２１，５７０千円
　　　　　　　　 契約額　　１９，１４０千円
　　　　　　　　 補正額　　－２，４３０千円

予算説明書

 焼却施設維持管理事業

▲ 2,430

予算説明書

 じんかい処理施設整備事業債

▲ 348

定例会

一般

補正予算　　第

環境クリーンセンター

継続費

　継続費（ＤＣＳ更新工事）の事業費の確定に伴い、予算額の減額と継
続費の年割額の変更を行うもの。
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令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 18.19 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 7 4 2 1 1

事業名

補正額 千円

　歳入 6.7 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 16 2 7 1 1

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 4 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 田越川準用河川洪水浸水想定区域作成業務委託
 予算額
 歳出　28,622千円(令和５年度　8,586千円　令和６年度　20,036千円)
 歳入　令和５年度　8,586/2=4,293千円（事業費の1/2）

 契約額
 歳出　28,611千円(令和５年度　8,580千円　令和６年度　20,031千円)
 歳入　令和５年度　8,580/2=4,290千円
　　　 令和６年度要望額　20,031千円/2=10,015千円

予算説明書

 河川維持管理事業

▲ 6

予算説明書

 市町村地域防災力強化事業補助金

▲ 3

定例会

一般

補正予算　　第

都市整備課

継続費

　継続費（田越川準用河川洪水浸水想定区域図作成業務委託）の事業費
の確定に伴い、予算額の減額と年割額の変更を行うもの。
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田越川準用河川洪水想定区域図策定業務委託 

特記仕様書 

１ 適用範囲 

この仕様書は、逗子市（以下「発注者」という。）が実施する「逗子市浸水想定区域

図作成業務委託」（以下「本業務」という。）に適用する。  

２ 業務名称 

田越川準用河川洪水想定区域図策定業務委託 

３ 委託期間 

契約締結日から令和７年１月 31 日まで 

４ 検討区域 

洪水浸水想定区域図：田越川（準用河川区間）（約1.1ｋｍ） 

池子川（約2.6ｋｍ） 

５ 業務条件 

ア 対象河川延長 ：約3.7ｋｍ  

イ 河川測量（縦断、横断、深浅） ：（ あり 約3.7km ）  

ウ モニタリング ：（ ２箇所 ） 

エ ミュレーション ：（ ６ケース ＝ ６降雨×１ケース（現況）） 

＊ ６降雨（計画降雨、照査降雨、想定最大降雨、他3降雨） 

６ 洪水浸水想定区域図作成業務内容 【実施年度】 

（１）基礎調査【令和５年度】 

過年度等に整理された調査資料を参考に、洪水浸水想定区域図の作成のために必

要となる資料や図面などを収集整理する。 

また、河川状況や土地利用状況、浸水域に影響を及ぼす局所的なくぼ地や盛土構

造、主要幹線道路等を確認するために現地調査を実施する。 

ア 資料の収集・整理 

対象２河川の洪水浸水想定区域図の作成のために必要となる過年度に整理さ

れた調査資料や既往計画資料や図面などを収集整理する。 

イ 現地調査 

河川状況や土地利用状況、浸水域に影響を及ぼす局所的なくぼ地や盛土構造、

主要幹線道路等を確認するために現地調査を実施する。 

議案第18号資料
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ウ 基本事項の整理 

収集した資料及び現地状況を踏まえ、洪水浸水想定区域図作成について基本方

針を検討する。 

（２）解析モデルの構築【令和５・６年度】 

洪水浸水想定区域図作成に関する基本方針に従い氾濫解析モデルを構築する。 

ア 浸水範囲の特徴分析【令和５年度】 

既往の洪水浸水想定区域図等の検討結果を参考として、浸水解析に必要とされ

る地形条件等の精度を確保するため、浸水範囲における地盤高・土地利用条件等

を調査し、メッシュデータとして整理する。 

イ 河道流下能力の整理【令和６年度】 

対象２河川の測量成果を基に河道断面データを整理し、既往計画資料を参考に

河道流下能力を一次元の不等流計算により算定する。また、断面ごとに氾濫開始

水位を設定し、その水位に対応する流量を算出する。詳細については調査職員と

協議するものとする。 

ウ 氾濫解析モデルの構築【令和６年度】 

「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」及び「中小河川洪水浸水想定区域図作

成の手引き」等の基準類に準拠し、氾濫解析モデルを構築する。 

（３）浸水シミュレーションの実施【令和６年度】 

降雨外力を設定し、流出解析を行う。また、流出解析結果を境界条件とした浸水

シミュレーションを実施する。 

ア 降雨外力の設定及び流出解析 

想定最大規模降雨を含め合計６ケースの外力条件となる降雨外力を設定する。

降雨波形は既定計画の対象降雨波形を各外力規模に引き伸ばして、既定計画の流

出計算モデルでハイドログラフを作成する。 

なお、想定最大規模の降雨量及び降雨波形は、「想定し得る最大規模の降雨に

係る国土交通大臣が定める基準を定める告示」（平成 27 年国土交通省告示第 869

号）に基づくものとする。また、解析モデルの精度確認のため、１降雨は実績波

形とする。 

イ 浸水解析の実施 

想定最大規模降雨を含め合計６ケースの降雨を対象に氾濫シミュレーション

を実施する。なお、６ケースの内１ケースは近年の実績降雨波形（照査降雨）と

し、河道内水位の実測値と計算値を比較することで解析モデルの妥当性を確認す

るものとする。 

（４）浸水想定区域図の作成【令和６年度】 

前項までの検討を踏まえ、浸水解析結果等を基に、浸水想定区域図を表示させる

ための浸水深の表示色や浸水深ランク分けを設定し、外水氾濫による浸水想定区域
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図を作成する。なお図面の体裁等については、「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」

に記載されている仕様に従うことを基本とする。詳細については調査職員と協議す

るものとする。 

（５）電子化ガイドラインデータの作成【令和６年度】 

浸水解析や浸水想定区域図等に使用・作成したデータ及び水害ハザードマップ作

成に必要なデータ等を「浸水想定区域図データ電子化ガイドライン」等に準拠した形

式で作成する。 

議案第18号資料



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 18.19 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 7 5 1 3 1

事業名

補正額 千円

　歳入 4.5 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 15 2 1 1 2

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 ページ

補正の理由

説明

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

 歳出
　 下水道事業会計繰出金（電力価格高騰分） １２,８５７,０００円

 歳入
　 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２,８５７,０００円

予算説明書

 下水道事業会計繰出金

12,857

予算説明書

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

12,857

定例会

一般

補正予算　　第

財政課

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、下水道
事業会計に対し、下水道施設に係る電力価格高騰分の繰出金を支出す
る。



令　和 6 年 第 1 回

議案第 18 号

令　和 5 年度 会計

9 号

課かい名

歳入歳出予算

　歳出 18.19 ページ

款 項 目 事業１ 事業２
科　目 9 2 1 2 4

事業名

補正額 千円

　歳入 8.9 ページ

款 項 目 節 細節
科　目 22 1 7 1 1

細節名

補正額 千円

歳入歳出予算以外

予算書 4 ページ

補正の理由

説明

　事業費の確定に伴い、予算額の減額並びに継続費の総額及び年割額の
変更を行うもの。

歳出
学校施設整備事業
逗子市立久木小学校校舎長寿命化改修等工事（第１期）詳細設計業務委託料
43,574千円から34,181千円に減額（▲9,393千円）

 学校施設整備事業

▲ 9,393

予算説明書

 学校教育施設整備事業債

▲ 8,900

継続費

予算説明書

議　案　等　資　料　（補正予算資料）

定例会

一般

補正予算　　第

教育総務課
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逗⼦市⽴久⽊⼩学校校舎⻑寿命化改修等⼯事（第１期）詳細設計業務委託 年割額

当初設定額（円） 現在契約額（円）

令和５年度 70% 43,574,300 34,180,300

令和６年度 30% 18,674,700 14,648,700

合  計 100% 62,249,000 48,829,000

年度 割合
費用
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